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○富 山 市 総 合 計 画 審 議 会 条 例  

平 成 １７年 ７月 １日  

富 山 市 条 例 第 ３０４号  

（設 置 ） 

第 １条  本 市 の総 合 計 画 に関 し市 長 の諮 問 に応 じ必 要 な事 項 を調 査 審 議 する

ため、富 山 市 総 合 計 画 審 議 会 （以 下 「審 議 会 」という。）を置 く。 

（組 織 ） 

第 ２条  審 議 会 は、委 員 ５０人 以 内 で組 織 する。 

２ 委 員 は、次 に掲 げる者 のうちから市 長 が委 嘱 する。この場 合 において、第 ３号

に掲 げる委 員 は、公 募 により選 出 するものとする。 

(1) 学 識 経 験 を有 する者  

(2) 関 係 団 体 の役 職 員  

(3) 市 内 に住 所 を有 する者 、市 内 に事 務 所 若 しくは事 業 所 を有 する者 又 は

市 内 に存 する事 務 所 若 しくは事 業 所 に勤 務 する者  

(4) 前 ３号 に掲 げる者 のほか、市 長 が必 要 と認 める者  

３ 委 員 の任 期 は、２年 とする。ただし、委 員 が欠 けた場 合 における補 欠 の委 員

の任 期 は、前 任 者 の残 任 期 間 とする。 

（会 長 ） 

第 ３条  審 議 会 に会 長 を置 き、委 員 の互 選 によりこれを定 める。 

２ 会 長 は、会 務 を総 理 し、審 議 会 を代 表 する。 

３ 会 長 に事 故 があるとき、又 は欠 けたときは、会 長 があらかじめ指 名 する委 員

がその職 務 を代 理 する。 

（会 議 ） 

第 ４条  審 議 会 は、会 長 が招 集 し、その会 議 の議 長 となる。 

２ 審 議 会 は、委 員 の過 半 数 が出 席 しなければ会 議 を開 くことができない。 

３ 審 議 会 の議 事 は、出 席 した委 員 の過 半 数 で決 し、可 否 同 数 のときは、議 長

の決 するところによる。 

（部 会 ） 
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第 ５条  審 議 会 は、その定 めるところにより、部 会 を置 くことができる。 

２ 部 会 に属 すべき委 員 は、会 長 が指 名 する。 

３ 部 会 に、部 会 長 を置 き、会 長 の指 名 する委 員 がこれに当 たる。 

４ 部 会 長 は、部 会 の事 務 を掌 理 する。 

５ 部 会 長 に事 故 があるときは、あらかじめ部 会 長 が指 名 する委 員 がその職 務

を代 理 する。 

（専 門 委 員 ） 

第 ６条  専 門 の事 項 を調 査 審 議 させるため必 要 があるときは、審 議 会 に専 門 委

員 を置 くことができる。 

２ 専 門 委 員 は、学 識 経 験 を有 する者 、関 係 団 体 の役 職 員 及 び関 係 行 政 機 関

の職 員 のうちから、市 長 が委 嘱 する。 

３ 専 門 委 員 は、第 １項 に規 定 する専 門 の事 項 に関 する調 査 審 議 が終 了 したと

きは、委 嘱 を解 かれるものとする。 

（庶 務 ） 

第 ７条  審 議 会 の庶 務 は、企 画 管 理 部 において処 理 する。 

（委 任 ） 

第 ８条  この条 例 に定 めるもののほか、審 議 会 の運 営 に関 し必 要 な事 項 は、会

長 が審 議 会 に諮 って定 める。 

附  則  

この条 例 は、公 布 の日 から施 行 する。 
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第３次

富山市総合計画

について

1

１．第３次富山市総合計画策定方針

２．総合計画審議会部会の設置（案）

３．策定スケジュール
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2

１．第３次富山市総合計画策定方針

3

（１）策定の背景①

０１

コンパクト＆スマート
●人口減少下で持続可能なまちづくりを目指すためには、居住や生活サービ

ス機能を集積し、生活の利便性の向上が必要
●近年目覚ましい発展をみせるデジタル技術を活用し「コンパクトなまちづく

り」を深化させ、産学官民が連携して地域課題の解決を図ることが重要

０2

こどもまんなか
●「子育て日本一とやま」を目指し、令和５年６月に「こどもまんなか応援サ

ポーター」を宣言
●既存の子育て支援策の認知度を高めるため情報発信を強化することに加

え、「理想の子どもの数をより多くの人が実現」できるような支援を、ライフ
ステージに即して分野横断的に実施することが重要

０3

AI等の最新技術の活用
●AIをはじめとしたデジタル技術は急速に進歩しており、自動運転の実用化

など、今後も技術革新が次々と起こることが期待できる
●最新技術の活用が地域課題解決の鍵であり、積極的な活用の必要性が高

まっている
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０5

ファシリティマネジメント
●高度成長期に集中的に整備された道路・橋りょう・上下水道などの社会イン

フラが一斉に更新時期を迎えようとしている
●「緊急度」と「重要度」の視点から、限られた予算と人材を使っての賢い対策

が必要になっている

０６

脱炭素社会の実現
●パリ協定に基づき世界各国が地球温暖化対策に取り組んでおり、我が国にお

いても、2050年までの温室効果ガス排出実質ゼロを目指している
●本市は、令和３年３月に「ゼロカーボンシティ」を表明。官民が連携し、地域が

一体となって脱炭素社会の実現に向けた取組を推進

（１）策定の背景②

０4

激甚化する災害への備え
●令和６年元日に発生した能登半島地震による被害を踏まえ、災害に強いま

ちづくりの必要性が強まる
●防災に向けた基盤整備、「自助・共助・公助」の災害対策、災害時に迅速に対

応できる体制を着実に備えることが必要

5

（２） 策定の趣旨

社会情勢が大きく変革する中、ますます高度・複雑化する
行政需要を踏まえ、本市が抱える課題に対し、これまでの取組
をさらに発展、深化させ、効果的に実行することが求められて
いる。

市民が主役となって活き活きと輝き、夢と希望を持って暮らせ
る「幸せ日本一とやま」の実現に向け、令和７年度から２か年を
かけて、第３次富山市総合計画を策定するもの。
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（３） 総合計画の位置付け・構成
 本 市 の 最 上 位 の 計 画

 ま ち づ く り に お け る 長 期 的 か つ 基 本 的 な 方 向 を 示 す も の

 目 指 す べ き 都 市 の 将 来 像 に つ い て 、 市 民 と 行 政 が 協 働 で 取 り 組 む 目 標 を

定 め 、 そ の 実 現 の た め の 指 針 と な る も の

 各 種 個 別 計 画 の 策 定 ･ 改 定 に あ た っ て は 、 本 計 画 の 内 容 を 遵 守

基本構想

基本計画

実施計画

基本計画で定める施策体系に基づき、具体的な事業の年次計画

等を示すもの。

毎年見直し（ローリング方式）

将来の都市像やまちづくりの基本目標とその実施に向けた施策の大綱

を示す

期間 １０年（令和９年度～令和１８年度）

基本構想を実現するため、施策の体系化を行い、現況と課題を

整理し、目標とする指標、施策の方向を示す

期間 ５年（前期：令和９年度～令和１３年度 後期：令和１４年度～令和１８年度）

総合計画は３層構成

7

（４）総合計画の策定及び議決

平成２３年の地方自治法改正により、基本構想の法的

な策定義務がなくなり、策定及び議決を経るかは市町

村の判断に（自治体の計画策定の自由度を高め、創意

工夫を促進）

平成３１年３月議会において、議員提案により「富山市

総合計画の議決に関する条例」が制定され、「基本構想

又は基本計画の策定」等については「議決すべき事件」

に

令和８年１２月議会に、基本構想及び前期基本計画案

を提案予定
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（５） 策定体制
 第 ３ 次 富 山 市 総 合 計 画 策 定 の た め 、 次 の 審 議 会 等 を 置 く 。

西田副市長（会長）

各部局長 等

美濃部副市長、政策監、上下水道事業管理者
（副会長）

総合計画策定会議

総合計画審議会市長市長

人口減少・少子化対策庁内検討会議

施策・事業提案

調整部会

人材
暮らし
部会

都市
環境
部会

活力
交流
部会

協働
連携
部会

委 嘱 →

諮 問

答 申

指 示 協 議
報 告

政策監（座長）

各部局長 等

人口減少・少子化対策検討ワーキンググループ
（課長代理級職員を中心に編成）

9

（６） 市民参画

● 啓 発 シ ン ポ ジ ウ ム

● 市 民 説 明 会

● ペ ル ソ ナ 会 議 （ 新 規 ）

 従 来 の 対 面 の 市 民 参 画 に 加 え て 、 オ ン ラ イ ン プ ラ ット フ ォ ー ムの 活 用 に よ
り 、 会 議 の 参 加 が 困 難 な 市 民 （ ２０ 代 ～ ４ ０ 代 の 子 育 て 世 代 な ど ） の 意 見 な
ど も 幅 広 く 募 る

 事 業 者 向 け イ ン タ ビ ュ ー を 実 施 し 、事 業 者 目 線 の 課 題 ・ニ ー ズ を 把 握
 人 口 減 少 ・ 少 子 化 対 策 を 進 め る 上 で 、タ ー ゲ ッ ト と な る 具 体 的 な 人 物 像 （ペ

ル ソ ナ ）を 設 定 し た 市 民 会 議 （ ペ ル ソ ナ 会 議 ）に よ り 施 策 を 検 討

市

民

事
業
者

● 事 業 者 イ ン タ ビ ュ ー

（ 新 規 ）

対 面 オ ン ラ イ ン

相 互 補 完

● オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

（ 新 規 ）
・ オ ン ラ イ ン 上 で 市 民 か ら の 意 見 収 集

・ 計 画 の 策 定 過 程 を 見 え る 化 し 、 策 定

段 階 に お い て も 市 民 意 見 を 反 映
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（７） 第３次総合計画における政策分野
 １ ４ の 政 策 分 野 を 設 定 し 、 新 し い ま ち づ く り を 推 進

教 育

結 婚

出 産

子 育 て

ス ポ ー ツ

健 康

医 療

福 祉

都 市

交 通

１ ２ ３ ４ ５

６ ７ ８ ９ １ ０

１ １ １ ２ １ ３ １ ４

防 災

防 犯
環 境

観 光

交 流

文 化

芸 術
郷 土 愛

地 域

コ ミ ュ ニ

テ ィ

行 政

パ ー ト ナ ー

シ ッ プ

産 業

雇 用

農 林

水 産

11

 本市が直面する課題が複雑化・高度化するなか、将来の確かな展望を見通して
いくため、将来の理想的なありたい姿を描いたうえで、その姿を実現するため
に取り組むべきことを明らかにしていく「バックキャスティング」の考え方で
計画を策定する

（８） 策定の方向性①

計 画 全 般

評価軸

時間軸

現状

ありたい姿
（理想）

ギャップ
（＝課題）

バックキャスティング

成熟社会におけるイノベーション創出には「社会システム」のアッ
プデートが必要。現在・過去から未来を予測する「フォアキャス
ト」ではなく、理想の未来像から逆算する「バックキャスト」が有
効。

課題＝理想－現状
( ありたい姿 )

参考：未来を実装する （著：馬田隆明氏）
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 人口が加速度的に減少し、マンパワーも財源も減り続けることを前提に、
「選択と集中」によるメリハリのついた総合計画とし、限られた資源で持続可
能な都市運営の実現を目指す

（８） 策定の方向性②

計 画 全 般

【施策の厳選】（スライドNo.１３）
 基本計画には分野ごとの「目指すべき方向性（目標）」の到達に資する施策・

事業を掲載

【重点プロジェクト】（スライドNo.１４）
 施策・事業のうち、特に部局横断的に取り組むべき「主要課題」の解決に資す

るものを「（仮称）重点プロジェクト」に位置付け

13

（８） 策定の方向性③

 基本計画において、分野ごとの「目指すべき方向性（目標）」を明確化

 目標達成のために必要な政策→施策→事業を、目的・手段の論理的関係で構築

 政策・施策・事業の各階層ごとに、指標を正しく設定し、成果（貢献度）を検証

政 策 体 系 の 戦 略 化

Ex.指標設定の具体例（雇用促進）イメージ

【
政
策
】

市
市
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（８） 策定の方向性④

主 要 課 題 ・ ( 仮 称 ) 重 点 プ ロ ジ ェ ク ト

 分野横断的に取り組むべき主要課題を設定

 「主要課題」の解決に資する施策・事業を「（仮称）重点プロジェクト（分野横
断的・重点的に推進する政策パッケージ）」として位置づけ

 基本理念・都市像に掲げたあるべき姿を実現する

基 本 理 念

都 市 像

主 要

課 題

重 点 プ ロ

ジ ェ ク ト

人 口 減 少 ・ 少 子 化

ま ち の 強 靭 化 な ど

１ ４ の 政 策 分 野 を

横 断 し 、 重 点 的 に 推 進

持 続 可 能 な

都 市 経 営 の 実 現

15

（８） 策定の方向性⑤

 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の 更 な る 推 進 を 目 指 し 、 第 ３ 次 富 山 市 総 合 計 画 に Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 未 来 都 市

計 画 の 内 容 を 包 含 し 、 一 体 的 に 策 定 す る

（ 参 考 ） 第 ２ 次 富 山 市 S D G ｓ 未 来 都 市 計 画

計 画 期 間 令 和 ３ 年 ４ 月 ～ 令 和 ８ 年 ３ 月 （ ５ 年 ）

SD G ｓの 推 進

11



16

（８） 策定の方向性⑥

 市 民 に 届 く 市 民 目 線 の 分 か り や す い 総 合 計 画 を 目 指 す

重 点 的 に 伝 え る

べ き 情 報 に 整 理

１ ２ ３

数 値 ・写 真 ・イ ラ ス

ト を 効 果 的 に 使 用

手 に 取 り た く な る

デ ザ イ ン 性 を 訴 求

「都市の将来像」を市民と共に目指す

市 民 に 届 く 情 報 発 信

工夫のイメージ

17

２．総合計画審議会部会の

設置（案）

12
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（１） 部会の設置（案）
 審 議 会 の 調 査 審 議 を 円 滑 に 行 う た め 、 富 山 市 総 合 計 画 審 議 会 条 例 第 ５ 条 の

規 定 に よ り 、 審 議 会 に 次 の と お り 分 野 別 の 部 会 を 置 き 、 調 査 審 議 を 行 う

人 材 ・ 暮 ら し

部 会

都 市 ・ 環 境

部 会

活 力 ・ 交 流

部 会

協 働 ・ 連 携

部 会

調 整

部 会

教 育１ ２
結 婚 出 産

子 育 て
ス ポ ー ツ３

健 康 医 療

福 祉
４

都 市

交 通
5 ６

防 災

防 犯
環 境７

８ ９
観 光

交 流
１ ０ １ １

文 化

芸 術

１ ２ １ ３ １ ４郷 土 愛
地 域

コ ミ ュ ニ テ ィ
行 政

パ ー ト ナ ー シ ッ プ

各部会を横断し総合的に検討すべき事項を調整

産 業

雇 用
農 林

水 産

19

（２） 検討の視点
 次 の 事 項 に 留 意 し な が ら 検 討 を 行 う

(1) 時代の潮流の的確な把握
人口減少、地方創生、自然災害の激甚化・頻発化、情報通信技術・デジタル化の進展、

SDGsなどの時代の潮流を的確に把握しているか。

(２) 市民参画の充実
市民・地域・企業などと行政が協働して住みよい社会を築くため、市民参画の工夫が

なされ、市民ニーズを的確に把握しているか。

(３) 富山市の特性・魅力と課題の整理
広大な市域を有する本市の多様な特性・魅力を把握し、持続可能なまちづくりを推進

するため克服すべき課題が整理されているか。

(4) 施策の重要性・優先度の検討
厳しい財政運営が見込まれる中、効率的に事業を展開するため、施策の重要性・優先

度の検討がなされているか。

13
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３．策定スケジュール

21

（１） 策定スケジュール①
 令 和 ７ 年 度 （ 予 定 ）

４ ５ 6 ７ ８ ９ １ ０ １ １ １ ２ １ ２ ３

総 合 計 画

審 議 会

総 合 計 画

庁 内 策 定

会 議

市 民 ・

関 係 団 体

第 1 回
（ 8 / 2 6 ）

・ 諮 問

・ 策 定 方 針

・ 市 民 意 識 調 査 結 果 等

第 1 回 （ 1 0 / 1 6 ～ ）
総 合 計 画

審 議 会

部 会 第 ２ 回 （ １ １ / １ ０ ～ ）

・ 基 本 構 想 （ 素 案 ） 等

・ 基 本 構 想 （ 素 案 ） の 修 正 等

分 野 別 部 会 調 整 部 会

第 1 回 （ 1 2 / 2 5 ）

第 ２ 回
（ ２ / １ 2 ）

・ 基 本 構 想 （ 案 ） 等

・ 基 本 構 想 （ 素 案 ） の 修 正 等

第 1 回
（ 8 / ５ ）

・ 策 定 方 針 （ 案 ） 等

第 ２ 回
（ １ ０ / ７ ）

第 ３ 回
（ １ / ２ ２ ）

・ 基 本 構 想 （ 素 案 ） 等 ・ 基 本 構 想 （ 案 ） 等

市 民 意 識 調 査
（ ５ / 1 5 ～ 6 / 2 ）

5 , 0 0 0 名

【 市 民 ア イ デ ア の 募 集 】

オ ン ラ イ ン

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 開 設

啓 発 シ ン ポ ジ ウ ム

人 口 減 少 ・ 少 子 化 対 策 庁 内 検 討 会 議 （ 年 ３ 回 程 度 ） ／ 人 口 減 少 ・ 少 子 化 対 策 検 討 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ （ 月 １ 回 程 度 ）

【 総 合 計 画 庁 内 策 定 会 議 と 連 携 】

令 和 ７ 年 令 和 ８ 年

事 業 者 ア ン ケ ー ト
事 業 者 イ ン タ ビ ュ ー

第 １ 回 ペ ル ソ ナ 会 議

第 ２ 回 ペ ル ソ ナ 会 議

14
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（１） 策定スケジュール②
 令 和 ８ 年 度 （ 予 定 ） ※ 各 会 議 の 開 催 日 は 未 定

４ ５ 6 ７ ８ ９ １ ０ １ １ １ ２ １ ２ ３

総 合 計 画

審 議 会

総 合 計 画

庁 内 策 定

会 議

市 民 ・

関 係 団 体

第 ３ 回

・ 基 本 計 画 （ 素 案 ） 等

総 合 計 画

審 議 会

部 会

分 野 別 部 会 調 整 部 会

・ 基 本 構 想 及 び 前 期 基 本 計 画 答 申 案 等

第 ４ 回

パ ブ リ ッ ク

コ メ ン ト

市 民 説 明 会

人 口 減 少 ・ 少 子 化 対 策 庁 内 検 討 会 議 （ 年 ３ 回 程 度 ） ／ 人 口 減 少 ・ 少 子 化 対 策 検 討 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ （ ５ 月 頃 ま で ）

【 総 合 計 画 庁 内 策 定 会 議 と 連 携 】

令 和 ８ 年 令 和 ９ 年

第 ４ 回

答 申

第 ３ 回
・ 基 本 計 画 （ 素 案 ） 等

第 ４ 回
・ 基 本 計 画 （ 素 案 ） の 修 正 等

・ 基 本 計 画 （ 素 案 ） の 修 正

・ 基 本 構 想 及 び 前 期 基 本 計 画 答 申 案 等

第 ２ 回

・ 基 本 計 画 （ 素 案 ） 等

議 決

★

★ ★

策 定

公 表

15



第２次富山市総合計画の概要
ー基本構想・後期基本計画ー

人・まち・自然が調和する

活力都市とやま

参考資料１

① 基本構想

本市を取り巻く状況や主要課題などを整理し、長期的な展望に立った将来の都市像やまちづくりの

目標とその実施に向けた施策の大綱を示すもの。

② 基本計画

基本構想を受け、施策の体系化を行い、現況と課題を整理するとともに、目標とする指標、施策の

方向を示すもの。

③ 実施計画

基本計画に基づき、具体的な事業の年次計画等を示します。諸情勢の変化に的確に対応し、事業の

内容やスケジュールを毎年見直しながら、実効性の確保に努めます。

令和８年度
（2026）

第２次富山市総合計画の概要（構成及び計画期間）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

平成２９年度
（2017）

基本構想（１０年）

前期基本計画（５年） 後期基本計画（５年）

実施計画（毎年見直し）

16



第２次富山市総合計画の概要（基本構想）

第２次富山市総合計画の概要（基本計画）

17



まちづくりの目標・政策

（完成予想パース図）

Ⅰ すべての人が輝き安心して暮らせるまち【人材・暮らし】

政策１ すべての世代が学び活躍できるひとづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準の数値 目標の数値 現状の数値

健康な児童・生徒
の割合

要医療・経過観察の
判定を受けていない
児童生徒の割合

85.0％
(令和2年度)

90.0％
（令和8年度末）

85.5％
（令和6年度末）

博物館等の観覧者
数

市立博物館等17施設
の入館者数

865,823人
(令和元年度)

930,000人
（令和8年度末）

921,637人
（令和6年度末）

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

学校再編推進事業
学校規模の適正化を図るための学校再
編を着実に推進するもの

着実な学校再編の推進

水橋地区統合校整備事
業

水橋地区統合小・中学校の整備を行う
もの

義務教育学校1校

コミュニティ・スクー
ル事業

地域・家庭・学校が一体となってより
よい教育に取り組む体制づくりを目指
して、「コミュニティ・スクール」を
小・中学校に設置するもの

全ての小・中学校でコミュニ
ティ・スクールを設置

18



主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

競技力向上事業スポー
ツクラブ強化推進事業

全国大会や国際大会で活躍するジュニ
ア選手を育成するとともに、市内のプ
ロスポーツチームを支援することで、
子どもたちに勇気と夢を与えるととも
に、競技力向上につなげるもの

・ジュニア特別強化事業
・プロスポーツチーム支援

介護予防いきいき運動
推進事業

簡単な軽運動やストレッチ等を楽しむ
「楽楽いきいき運動」を実施すること
で、運動器の機能向上等を図るもの

・介護予防運動指導者研修会
の実施
・「楽楽いきいき運動」の普
及啓発

政策２ いつまでも元気で暮らせる健康づくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

スポーツ・レク
リエーション施
設年間利用者数

スポーツ・レクリエー
ション施設の年間利用延
べ人数

304万人
(平成30年度）

320万人
（令和8年度末）

254万人
（令和6年度）

健康な高齢者の
割合

65歳以上の高齢者で、介
護保険の要介護・要支援
認定を受けていない人の
割合

前期高齢者
95.7％

後期高齢者
66.8％

(令和2年度)

前期高齢者
96％以上維持

後期高齢者
67％以上維持

（令和8年度末）

前期高齢者
95.8%

後期高齢者
68.0%

（令和6年度末）

Ⅰ すべての人が輝き安心して暮らせるまち【人材・暮らし】

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

特別保育の充実
保育所等における延長保育、一時保育、
休日保育、病児保育等を実施するもの

・延長保育 88箇所
・一時預かり(一時保育) 68箇所
・休日保育 38箇所 等

ひとり親家庭奨
学資金貸付事業

奨学資金を無利子で貸付するとともに、
卒業後、5年間市内企業で正社員として
勤務した場合は、返還を全額免除する
もの

ひとり親家庭の子どもに対する奨学
資金の貸付

切れ目ない子育
て支援体制構築
事業

様々な相談支援を行うなど、妊娠期か
ら子育て期にわたるまでの切れ目ない
支援体制を構築するもの

・妊娠、出産に関する知識の普及啓
発事業
・保健師等による相談支援やケアプ
ランの策定、医療機関連携会議等

政策３ 誰もが自立し安心して暮らせるまちづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

子育て支援セン
ターの利用者数

子育て支援センターを利
用する延べ人数

127,208人
(令和2年度推計値)

130,435人
（令和8年度末）

124,617人
（令和6年度末）

地域密着型サービ
ス利用者の割合

要支援・要介護認定を受
けた方に占める地域密着
型サービス利用者の割合

15.4％
(令和2年度)

17.6％
（令和8年度末）

14.6％
（令和6年度末）

Ⅰ すべての人が輝き安心して暮らせるまち【人材・暮らし】
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主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

公共下水道（雨
水）の整備によ
る浸水対策

雨水幹線整備等のハード対策に加え、
情報提供等のソフト対策を行うもの

・雨水幹線等の整備 1,970m
・合流式下水道の改善 4,500m

橋梁維持補修事
業・トンネル等
保全事業

橋梁等の道路構造物の長寿命化や、
トータルコストの縮減及び予算の平
準化を図るため、定期点検・診断、
更新、修繕を行うもの

・補修及び更新工事【約200箇所】
・定期点検及び診断

【重要橋梁約250橋・小規模橋梁約
約2,050橋・トンネル等20箇所】など

とやまスマート
シティスクエア
運営事業

行政やライフライン事業者が保有す
るインフラ情報等について、共通プ
ラットフォーム上で共有化を図るも
の

・共通プラットフォームの搭載情報拡
充、公開情報の拡充
・道路損傷通報システムの運用

Ⅱ 安心・安全で持続性のある魅力的なまち【都市・環境】

政策１ 人にやさしい安心・安全なまちづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

大雨に対して安
全である区域の
面積の割合

都市浸水対策を実施すべき区域のう
ち、５年に１回程度発生する規模の
降雨に対応する下水道整備が完了し
た面積の割合

77.2％
(令和2年度)

79.4%
（令和8年度末）

77.8％
（令和6年度末）

自主防災組織の
組織率

全世帯に占める自主防災組織加入世
帯の割合

68.8％
(令和元年度)

80.0％
（令和8年度末）

78.7％
（令和6年度末）

Ⅱ 安心・安全で持続性のある魅力的なまち【都市・環境】

政策２ コンパクトなまちづくり

目標とする指標

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

富山駅周辺地区の
歩行者数

富山市、富山商工会議所
により実施される歩行者
通行量調査における歩行
者数

平日40,022人
日曜33,950人
(平成27年度～

令和元年度平均)

平日40,000人
日曜32,000人
（令和8年度末）

平日32,025人
日曜25,078人
（令和6年度末）

公共交通利用率
公共交通１日平均利用者
数の富山市人口当たりの
割合

12.0％
(令和2年度）

15.9％
（令和8年度末）

15.6％
（令和6年度末）

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

ブールバール等再
整備事業

ブールバール広場および親水広場の再整備
を行うもの

ブールバール広場及び親水広
場の再整備

生活交通サービス
整備事業

生活交通サービスの確保に向けた取組（生
活バス路線維持補助事業、市営コミュニ
ティバスの運行、地域自主運行バスへの支
援、グリーンスローモビリティ運行事業、
ボランティア輸送支援事業）を進めるもの

・生活バス路線維持補助事業
・市営コミュニティバス等の
運行
・地域自主運行バスへの支援
・地域自主運行サポート事業

等
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Ⅱ 安心・安全で持続性のある魅力的なまち【都市・環境】

政策３ 潤いと安らぎのあるまちづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

屋外広告物の是正
指導による適正化
件数

是正指導により、適正化さ
れた屋外広告物の件数

累計396件
(令和2年度)

200件
累計676件

（令和8年度末）

3件
累計724件

（令和6年度末）

森林ボランティア
参加者数

森林ボランティア団体の活
動等に参加した実績人数

714人
(令和元年度)

800人
（令和8年度末）

1,739人
（令和6年度末）

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

屋外広告物適正化
事業

違法広告物の簡易除却作業、廃棄を行い、美
しい都市景観の保全、形成を図るもの

・違法広告物の簡易除却作業
・屋外広告物改善、撤去補助
・是正指導による屋外広告物
の適正化

森林経営管理事業

森林経営管理法に基づく、森林所有者への経
営管理に関する意向調査を実施するとともに、
航空レーザ計測データ等を活用した森林資源
情報の解析と、林地地番図の整備を行うもの

・意向調査の実施 5地区
・航空レーザ計測データの解
析及び林地地番図の整備
45,476筆

Ⅱ 安心・安全で持続性のある魅力的なまち【都市・環境】

政策４ 自然にやさしいまちづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

産業廃棄物循環利
用率

産業廃棄物排出量に占め
る循環利用量（再使用・
再生利用量）の割合

50.2％
(令和元年度)

53.0％
（令和8年度末）

43.2％
（令和4年度末)

チームとやましメ
ンバー数

地球温暖化防止活動に取
り組む人数

25,658人
(令和2年度)

29,500人
（令和8年度末）

29,066人
（令和6年度末）

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

太陽光発電システ
ム導入補助事業

住宅用太陽光発電システムの設置者に対し
て補助金を交付するもの

設置補助事業の実施

燃料電池自動車補
助事業

燃料電池自動車の導入に対して補助を行う
もの

導入補助事業の実施
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Ⅲ 人が集い活気にあふれ希望に満ちたまち【活力・交流】

政策１ 新たな価値を創出する産業づくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

製造品出荷額等
工業統計における従業者4
人以上の事業所の年間製
造品出荷額等

13,830億円
(令和元年)

14,828億円
（令和8年度末）

13,509億円
（令和6年度末）

スマート農林水産
業導入経営体

スマート農林水産業を導
入する経営体

0件
(令和2年度)

12件(累計)
（令和8年度末）

11件(累計)
（令和6年度末）

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

企業立地奨励事業

雇用機会の拡大や地域経済の活性化を図ると
ともに、企業誘致を積極的に推進し、企業立
地を促進するため、企業による設備投資等に
対して助成金を交付するもの

企業による設備投資等に対す
る支援の実施

未来共創推進事業

産学官民のビジネス交流機会や地域課題解
決を目的とした共創の場を提供することなど
により、オープンイノベーションを促進し、
新産業や新事業の創出につなげるもの

・共創拠点施設「スケッチラ
ボ（Sketch Lab）」運営支援
・とやま未来共創会議の開催
・リビングラボ活動支援

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

観光案内用ＡＩ
チャットボット運
用事業

観光案内用ＡＩチャットボットについて、
日本語及び英語による応答を強化し、観光
客の利便性を向上させ、まちなかの周遊観
光を促すもの

観光案内用ＡＩチャットボッ
トの管理運営を実施

くすり関連施設整
備事業

富山のくすりの歴史と精神を伝え、未来へ
継承するための施設整備や運営等の手法の
検討や、くすりに関する資料収集を行うも
の

くすり関連施設の整備及び運
営等手法の検討、資料収集、
調査、整備

Ⅲ 人が集い活気にあふれ希望に満ちたまち【活力・交流】

政策２ 観光・交流のまちづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

「富山やく ぜ
ん」のＳＮ Ｓ
フォロワー数

ＳＮＳ
（Facebook,Instagram等）
の合計フォロワー数

1,416人
(令和2年度)

6,400人
（令和8年度末）

1,759人
（令和6年度末）

コンベンション
開催数及び参加
数

県外参加者が「100人以上で
会期が2日以上」又は「50人
以上で会期が3日以上」のコ
ンベンションの開催数及び参
加者数

開催件数78件
参加者数
45,498人
(令和元年度)

開催件数78件
参加者数
45,500人

（令和8年度末）

開催件数68件
参加者数
35,174人

（令和6年度末）
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主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

若年者就職支援事
業

就職を希望する学生等に対する「ＵＩＪ
ターン就職座談会」や「合同企業説明会」、
市内企業の情報提供を行うもの

・連携中枢都市圏による合同
企業説明会の実施
・県や大学と連携したUIJ
ターン意識醸成事業の実施
・UIJターン就職活動交通費
補助金の実施

富山で働く人材応
援奨学資金貸付事
業

市内に居住し高等学校に通う学生が県内の
大学等に進学した場合、奨学資金を無利子
で貸し付けることで修学支援を行うととも
に、卒業後5年間市内企業で正社員として勤
務した場合は返還を全額免除するもの

奨学金の貸付の実施

Ⅲ 人が集い活気にあふれ希望に満ちたまち【活力・交流】

政策３ いきいきと働けるまちづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

県内大学卒業生
の県内就職率

県内の大学を卒業し、県内企
業等に就職した者の割合

44.76％
(令和元年度)

50.0％
（令和8年度末）

44.65％
（令和5年度）

マルチハビテー
ション推進事業
補助件数

マルチハビテーション推進事
業の補助累計件数

11件（累計）
(令和元年度まで）

25件（累計）
（令和8年度末）

16件（累計）
（令和6年度末）

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

ガラスの街
づくり事業

多彩で魅力的な展覧会や国際公募展の開催、
ガラス関連施設が連携して「ガラスの街と
やま」を国内外に発信していくもの。また、
富山ガラスの産業化の確立に向けた販促活
動や、ガラス作家の育成、定着を図るもの

・ガラス美術館の運営
（作品収集保存、調査研究、展覧会開
催、教育普及、広報 他）
・富山ガラス工房事業
（ブランド化、作家育成定着支援）

中規模ホー
ル整備官民
連携事業

市民の芸術文化活動拠点の充実を図るため、
富山市芸術文化ホール北側市有地に、PFI
手法により中規模ホールを整備し、維持管
理を行うもの

中規模ホールの整備・運営

Ⅲ 人が集い活気にあふれ希望に満ちたまち【活力・交流】

政策４ 歴史・文化・芸術のまちづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

ガラス関連施設
への入場者数

ガラス美術館における常設展
及び企画展の入場者数と富山
ガラス工房の入館者数

187,549人
(令和2年度)

228,000人
(令和8年度末)

ガラス美術館
288,139人
ガラス工房
78,952人

(令和6年度末)

富 山 デ ザ イ ン
フェア入場者数

市が主催する富山デザイン
フェア開催期間中の入場者数

1,383人
(令和2年度)

3,000人
(令和8年度末)

1,476人
(令和6年度末)
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Ⅳ 共生社会を実現し誇りを大切にする協働のまち【協働・連携】

政策１ 市民協働による共生社会づくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

公募提案型協働
事業応募団体数

公募提案型協働事業の応募
団体数

6団体
(令和2年度)

7団体
(令和8年度末)

7団体
(令和6年度末)

附属機関におけ
る女性委員登用
率

法律又は条例に基づき設置
される附属機関の構成員の
うち女性の占める割合

26.8％
(令和2年度)

30.0％
(令和8年度末)

28.1％
(令和6年度末)

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

公募提案型協働事
業

地域の様々な課題解決に向け、市民活動団
体等の特性を活かした事業提案を公募し、
提案団体と市がともに公共サービスの担い
手となり、協働して解決に取り組んでいく
もの

公募提案による協働事業の実
施

タウンミーティン
グ開催事業

市の施策などを説明し、意見交換する機会
として、地域別、テーマ別及び学生を対象
としたタウンミーティングを開催するもの

タウンミーティングの開催

Ⅳ 共生社会を実現し誇りを大切にする協働のまち【活力・交流】

政策２ 市民の誇りづくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

富山市発信情
報の閲覧件数

シティプロモーション推進事業で、
本市の魅力を発信する映像等のホー
ムページやSNSでの閲覧件数

339,922件
(令和2年度)

405,886件
(令和8年度末)

195,789件
(令和6年度末)

インスタグラ
ムへの写真投
稿件数

シビックプライド醸成事業AMAZING
TOYAMAインスタグラムへの写真投稿
件数

3,105件
(令和2年度)

3,487件
(令和8年度末)

4,269件
(令和6年度末)

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

選ばれるまちづく
り事業(シティプロ
モーション)

「暮らしたいまち」、「訪れたいまち」と
して「選ばれるまち」となるため、富山の
魅力を発掘し、戦略的かつ効果的に情報発
信を行うもの

・本市の魅力を紹介する
ショートアニメの配信やSNS
等を活用した情報発信
・ANAとの連携によるシティ
プロモーションの推進

とやま森の四季彩
フォト大賞開催事
業

「とやま森の四季彩フォト大賞」を開催し、
多くの役割を持つ森林や里山を健全な姿で
次世代に引き継ぐことの大切さや、緑豊か
な本市の魅力を、写真を通して県内外に発
信するもの

とやま森の四季彩フォト大賞
の開催
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Ⅳ 共生社会を実現し誇りを大切にする協働のまち【活力・交流】

主な総合計画事業

事業名 事業概要 ５箇年（R4～R8）の取組

公共施設マネジメ
ント推進事業

「第２次公共施設マネジメントアクション
プラン実行編」の進捗を図るとともに、地
域における公共施設再編の基本方針となる
「地域別実行計画」を市内全地域で策定す
るもの

・地域別実行計画の策定
・第２次公共施設マネジメン
トアクションプラン実行編の
進捗

社会インフラマネ
ジメント推進事業

道路構造物等の社会インフラの維持管理や
更新に関して、個別の計画を策定するとと
もに見直しを行うもの

社会インフラマネジメントに
関する周知啓発、調査研究

富山市センサー
ネットワーク利活
用事業

センサーネットワークを用いて、広範囲な
データをリアルタイムに受信、集約し、災
害時の迅速な対応などの地域課題解決を図
るもの。また、民間企業等に富山市セン
サーネットワークを提供し、実証実験を行
うもの

・富山市センサーネットワー
クの運用
・民間事業者向け実証実験公
募事業等の実施、庁内業務へ
の活用

政策３ しなやかな行政体づくり

目標とする指標（抜粋）

指標名 指標の説明 基準数値 目標数値 現状の数値

設定なし
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（１）歳入の推移（普通会計）

 市税については、令和２年度に新型コロナウイルス感染症の影響により減少したが、
給与所得の増加などにより増加傾向にある。

 令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症対策や物価高騰対策など国の経済対策と
呼応した事業の実施により、国・県支出金が増加している。

富山市の財政状況について 参考資料２

（２）歳出の推移（普通会計）

 人件費・扶助費・公債費を合わせた義務的経費は増加傾向にある。
 歳入同様、令和２年度以降、国の経済対策と呼応した事業の実施により、歳出全体は

高い水準で推移している。
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（３）基金の推移（普通会計）

 基金については、維持増加を図っている。

３

 市債現在高については、高い値で推移している。

（４）市債現在高の推移（普通会計）

４
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本市の人口の現状と課題について
※「富山市人口ビジョン 第３版」より

参考資料３

１ 本市の人口動態
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〇総人口はH22年をピークに、Ｈ27年から減少に転じている。
〇総世帯数は増加が続き、１世帯あたり人員は減少が続いている。

出典：国勢調査（平成17年以前は富山市を構成する旧市町村の合計値）

(人/世帯)

〇R2年︓年少人口（0〜14歳）11.7％、⽣産年齢人口（15〜64歳）58.3％、⽼年人口（65歳以上）30.0％
〇年少人口の減少傾向と⽼年人口の増加傾向が継続。

出典：国勢調査（平成17年以前は富山市を構成する旧市町村の合計値）

※令和2年は不詳補完値。平成27年以前の総人口には年齢不詳分の人口も含まれるため、年齢3区分別人口の各数値を合計しても、総人口と一致しない場合がある。
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〇H16年までは「⾃然増」、H17年から「⾃然減」。
〇「⾃然減」に転じて以降、出⽣数と死亡数の差は拡⼤。 → 人口減少が加速度的に進む

人口の⾃然増減（出⽣数・死亡数）の推移

出典：「富山県人口動態統計（保健統計）」（平成17年以前は富山市を構成する旧市町村の合計値）
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〇近年は「転⼊超過」の傾向。
〇転⼊者数、転出者数ともに、H26年以降、増加傾向（コロナ禍で⼀旦減少）。

人口の社会増減（転⼊者数・転出者数）の推移

出典：「富山県の人口」 ※各年とも前年10月1日～該当年9月30日までの値
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出典：「富山県の人口」 ※各年とも前年10月1日～該当年9月30日までの値

(人)

〇全体では「社会増」の傾向
〇若年世代、特に若年⽇本人⼥性の転出超過が続いている。

若年世代の社会増減の推移
社会増減／年 内、15〜34歳

男性 184人 68人

⼥性 ▲52人 ▲136人

合計 132人 ▲68人

人口の社会増減（⽇本人）
（H27.10.1〜R5.9.30の８年間の平均）

〇第２次ベビーブーム（S46〜49年）から急激に減少。H17年頃から回復傾向にあったが、近年は減少傾向。
〇本市︓H18年から全国、富⼭県を上回る傾向が続く。

合計特殊出⽣率の推移

出典：人口動態統計（厚生労働省）、富山県保健統計、富山市統計書
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〇男⼥ともに年々増加。男性は⼥性と⽐べ、未婚率が⾼い。
〇本市の未婚率は、男⼥ともに全国よりやや低い。

男性の未婚率の推移 ⼥性の未婚率の推移

出典：国勢調査 ※平成27年と令和2年は不詳補完値

〇男⼥ともに⾼年齢化。H27年以降は横ばいで推移。
〇富⼭県は全国平均よりわずかに下回っている。

出典：人口動態調査

平均初婚年齢の推移
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２ 人口ビジョンに関するアンケート調査

将来住みたい場所 住みたい場所を選んだ理由
（複数回答）

〇「富⼭市に住みたい」が47.9％
〇住みたい場所を選んだ理由は、「家族・友人がいるから」が最も多い。
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〇「現在結婚している」が59.7％。
〇「結婚している」「結婚の予定がある」「いずれは結婚したい」を合わせた割合は、25〜29歳が最も多く
85.5％。

性別・年代別 結婚状況・将来の結婚希望

〇「いずれは結婚したい」⽅の結婚希望時期は、「25〜29歳まで」が30.3％
〇未婚者の結婚していない理由は「適当な相⼿に会う機会がないから」、
「⾃由さや気楽さを失いたくないから」、「経済的に余裕が無いから」が多い。

２４歳まで

2.7%

２５～２９歳まで

30.3%

３０～３４歳まで

19.1%

３５～３９歳まで

14.9%

４０～５０歳まで

10.6%

５１歳～

0.5%

わからない

20.2%

無回答

1.6%

結婚を希望する時期 結婚していない⽅の結婚していない理由
（複数回答）
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〇理想の⼦どもの人数は「２人」が44.0％と最も多く、平均値は2.39人。
〇実際に欲しい⼦どもの人数は「２人」が41.7％と最も多く、平均値は2.29人。

平均︓2.39人
前回（R1）︓2.40人

平均︓2.24人
前回（R1）︓2.29人

※平均値：「0人」、「わからない」、「無回答」を除いた回答の平均値

理想とする⼦どもの人数 実際に欲しい⼦どもの人数

〇「収⼊の増加」が60.4％と最も多い。
〇次いで、「⼦育て・教育にかかる費用負担の軽減」が49.3％、「安定した職の確保」が33.3％。

理想の⼦どもの人数を実現するために必要なこと
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３ 人口ビジョン・目標人口

〇中期的な視点では人口減少の「緩和」が、⻑期的な視点では人口の「定常化」が重要
〇地域経済の発展を⽀える「⽣産年齢人口」、「年少人口」の構成割合の改善も重要

総人口の将来⾒通し

【目標人口】
令和52（2070）年の人口32万人程度
令和82（2100）年の人口30万人程度
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１． 財政 状 況 への 影 響

現 役 世 代 の 減 少 に 伴 う 個 人 市 民 税 等 の 税 収 減 少 、 高 齢 化 の 進 行 に よ る 医 療 ・ 介 護 の

特 別 会 計 へ の 繰 出 金 増 加 、 地 域 経 済 の 活 性 化 や 災 害 復 旧 ・ 復 興 な ど の 財 政 需 要 の 増

２ ． 子 育て ・ 教育 環 境 の影 響

３ ．地 域 産業 や地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の担 い 手不 足

４ ． 空 き家 ・ 空 き 地の 増 加

5 ．公 共 施設 の 維 持管 理 ・ 更新 等 へ の影 響

小 ・ 中 学 校 に お け る 過 小 規 模 校 （ 複 式 学 級 ） の 増 加 、 保 育 所 ・ 小 学 校 等 の 統 廃 合 、 高

校 ・ 大 学 等 の 統 合 再 編 に よ る 若 年 者 流 出

生 産 年 齢 人 口 の 減 少 に 伴 う 地 域 経 済 の 成 長 鈍 化 ・ 衰 退 、 第 一 次 産 業 に お け る 耕 作 放

棄 地 や 荒 廃 森 林 等 の 拡 大 、 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 担 い 手 不 足 に よ る 機 能 低 下 ・ 喪 失

長 期 的 な 世 帯 数 減 少 に 伴 う 空 き 家 ・ 空 き 地 の 一 層 の 増 加 、 家 屋 倒 壊 等 の 危 険 性 、 周 辺

の 景 観 や 治 安 の 悪 化 な ど に よ り 、 良 好 な 居 住 環 境 の 形 成 や 市 街 地 の 整 備 に 支 障

公 共 建 築 物 ・ 社 会 イ ン フ ラ の 将 来 更 新 費 用 の 増 加 に 対 し 、 社 会 保 障 費 の 増 大 や 人 口 減

少 に 伴 う 市 税 収 入 の 減 少 等 に よ り 、 こ れ ま で の 公 共 投 資 を 維 持 す る こ と が 困 難

【１】 社会増の維持

〇 子 ど も・ 子 育 て支 援の 充 実や ワ ー ク ・ ライ フ ・ バラン スの 実現 等 によ り 、

結 婚 した い 人が 結 婚 し、希 望 する 子ど もの 数 を産 み 、育 てる こ と が

で き る環 境 整 備

〇 出 会 い の機 会 の創 出 や、結 婚 し、新 た な家 族 と と もに 暮ら す こ と に

夢 や希 望 を 抱け る 社会 の 構築 が 必 要

【２】 出生率の向上

〇 年 代 を 問わ ず、進 学 や就 職 、転勤 、移 住 など の 多様 な 場 面で

「 選 ばれ る ま ち 」 と なる 。

〇 若 い 年 代か ら 地域 へ の愛 着 を醸 成 し、

転 出 して も再 び「 戻 っ てき た いま ち 」 、「 住み 続 け たい ま ち」 を 目 指す 。

〇 若 者 や女 性 にも選 ばれ る ま ち を 目指 し 、魅力 的 な雇 用 機 会を 創 出す る。

〇 移 住 促 進、シ テ ィ プロ モー シ ョ ン 等 にあ た っ ては、タ ー ゲ ット を 明確 に し、

個 別 最 適化 した 効 果 的な ア プ ロ ー チ を行 う 。
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